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土地基本法の見直しの主な論点（素案）①

【第１条】目的

⇒ 土地・不動産の有効活用、周辺地域への外部不経済（生活環境への悪影響）の防止、災害防止等の観点から、土地の適正な利用・取引
だけでなく適正な「管理」の確保を図るために土地政策を推進することを明示する方向で検討。

【第２条】土地についての公共の福祉優先

【第３条】適正な利用及び計画に従った利用

⇒ 第１条の目的規定に即し、土地は適正に利用さ
れるだけでなく「管理」されなければならないも
のとする方向で検討（他の条においても同じ。）。
※所有者等に積極的に利用する意思がない場合の
規律の明確化。

【土地取引の円滑化】

⇒ 適正な土地の利用及び管理の確
保が図られるよう、土地が円滑に
取引されるべきことを明確にする
方向で検討。

【適切な役割分担】
⇒ 土地所有者、国、地方公共団体、
地域住民等の適切な分担の下、適
正な土地利用及び管理がなされる
べきことを明確にする方向で検討。

【第６条】国及び地方公共団体の責務

【第７条】事業者の責務

【第８条】国民の責務
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基本理念

【土地所有者等の責務】

⇒ 新たに、「土地所有者等の責務」として、次の点を明確にする方向で検討。
・土地についての基本理念にのっとり、適正に土地の利用及び管理並びに取引を行う
責務を有すること
・国又は地方公共団体が実施する土地に関する施策に協力すること

等

責務

【第４条】投機的取引の抑制
【第５条】価値の増加に伴う利益に

応じた適切な負担



土地基本法の見直しの主な論点（素案）②

【第11条】土地利用計画の策定等

⇒ 現行の土地利用計画の策定について、土地の利用及
び「管理」に関する計画を策定することとする方向で
検討。

【土地取引の円滑化】

⇒ 適正な土地の利用及び管理の確
保が図られるよう、土地の取引の
円滑化に資する措置を講ずること
とする方向で検討。

【第16条】公的土地評価の
適正化等

【第17条】調査の実施等

⇒ 土地の適正な利用及び管理等
のため、土地の所有者情報の整
備、地籍整備等の境界の明確化、
不動産市場情報の整備、一元的
な情報提供などに関する措置を
講ずることとする方向で検討。

【第18条】施策の整合性の確保
及び行政組織の整備等

【第19条】国土審議会の調査審議等

【第14条】社会資本の整備に
関連する利益に
応じた適切な負担

基本的施策
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【地方公共団体に対する支援】

⇒ 国は地方公共団体に対する情
報の提供などの支援措置を講ず
ることとする方向で検討。

【土地基本方針】

⇒ 見直しされた基本的施策のメニューの下で実施される具体的な個別施策について、より一
層の連携や調整を図り、全体最適を目指す観点から、土地政策全体の課題解決に向けた共有
すべき目的とそのための施策の方向性を示す国レベルの基本方針を規定する方向で検討。

【第10条】年次報告等

【第９条】法制上の措置等

【第12条】適正な土地利用の確保を図るための措置

⇒ 新たな政策の展開や、土地政策を取り巻く課題の状
況を踏まえ、「良好な環境の形成・保全」「災害の防
止」を適正な土地利用・管理の例示として前面に出す
方向で検討。
⇒ 現行の「土地利用の規制」に加え、利用・管理の
「誘導」に関する措置を講ずることとする方向で検討。
⇒ 現行の規定に加え、次の措置を講ずることを規定す
る方向で検討。
・低未利用地の取引の促進（マッチングやコーディ
ネート）に関する措置

・所有者不明土地の発生抑制・解消、円滑な利用・管
理に関する措置

・土地の放置の抑制策 等

【第13条】土地取引の規制等に
関する措置

【第15条】税制上の措置


